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第１章 計画策定の概要

１ 計画策定の趣旨

平成１８年４月に障害者自立支援法が施行され、障がいのある人に最も身近な市町村が福祉

サービスの一元的な実施主体として位置付けられ、「障がい福祉計画」の策定が地方自治体に

義務付けられました。

本市においても、「えびの市障がい福祉計画」を策定し、障がいのある人の地域生活を支援

するためのサービス基盤等について、計画的に施策の推進を図ってきました。

平成 28 年６月に「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者

総合支援法）及び児童福祉法の一部を改正する法律」が公布（平成 30 年４月施行）され、『障

害者が自らの望む地域生活を営むことができるよう、「生活」と「就労」に対する支援の一層

の充実や高齢障害者による介護保険サービスの円滑な利用を促進するための見直しを行うと

ともに、障害児支援のニーズの多様化にきめ細かく対応するための支援の拡充を図るほか、サ

ービスの質の確保・向上を図るための環境整備等を行う。』こととされました。

この改正法や社会保障審議会（障害者部会）での議論等を経て、「障害福祉サービス等及び

障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針（平成 29 年厚生労働省告示第

116 号）」（以下「国の基本指針」という。）が告示され、市町村が平成３０年度から平成３２

年度までの障がい福祉計画および障がい児福祉計画を作成するにあたって、即すべき事項が示

されました。

これを踏まえ、本市においても、「第５期えびの市障がい福祉計画」（以下「第５期障がい福

祉計画」という。）および「第１期えびの市障がい児福祉計画」（以下「第１期障がい児福祉計

画」という。）を策定するものです。

なお、障がい児福祉計画は、障害者総合支援法および児童福祉法の一部改正により、新たに

策定が義務付けられました。これまで本市では、障害児通所支援および障害児相談支援の目標

数値等を障がい福祉計画の中で示してきたことから、第１期障がい児福祉計画は、第５期障が

い福祉計画と一体的な計画として策定することとします。

２ 計画の位置づけ

（１） 法令の根拠

「えびの市障がい福祉計画」は、障害者総合支援法第 88 条の規定に基づく「市町村障

がい福祉計画」として策定するものです。

また、「えびの市障がい児福祉計画」は、児童福祉法第 33 条の 20 の規定に基づく「市

町村障がい児福祉計画」として策定するものです。

（２） 市政における位置づけ

本計画は、「第５次えびの市総合計画」をはじめ、その他の福祉・健康分野等の関連計

画との整合を考慮し、策定するものです。
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３ 計画の対象者

第５期障がい福祉計画の対象者は、「障害者総合支援法」で規定されている

１．「身体障害者福祉法」第４条に規定する身体障がい者

２．「知的障害者福祉法」にいう障がい者のうち 18 歳以上である者

３．「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」第５条に規定する精神障がい者（「発達

障害者支援法」第２条第２項に規定する発達障がい者を含み、「知的障害者福祉法」に

いう知的障がい者を除く。以下「精神障がい者」という。）のうち 18 歳以上である者

４．治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって政令で定めるものによる

障がい程度が、厚生労働大臣が定める程度である者であって 18 歳以上である者のこと

をいいます。

第１期障がい児福祉計画の対象者は、「児童福祉法」で規定されている

１．身体に障がいのある 18 歳未満である者

２．知的障がいのある 18 歳未満である者

３．精神に障がいのある 18 歳未満である者（「発達障害者支援法」第２条第２項に規定す

る発達障がい者を含む）

４．治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって政令で定めるものによる

障がい程度が、厚生労働大臣が定める程度である者であって 18 歳未満である者のこと

をいいます。

４ 計画の期間

第５期障がい福祉計画および第１期障がい児福祉計画の期間は、第４期（平成 27 年度から

平成 29 年度）に係る年度ごとのサービス見込量についての達成状況の点検・評価を行い、そ

の結果を踏まえて内容を見直し、平成 30 年度から平成 32 年度までの３年間とします。

平成

24 年度

平成

25 年度

平成

26 年度

平成

27 年度

平成

28 年度

平成

29 年度

平成

30 年度

平成

31 年度

平成

32 年度

第３期障害福祉計画 第４期障害福祉計画
第５期障がい福祉計画

第１期障がい児福祉計画

第２期計画の実績およびつ

なぎ法による障害者自立支

援法の改正等を踏まえ、平成

26 年度を目標として、数値

目標およびサービス見込み

量を設定しています。

第3期計画の実績および障

害者総合支援法の施行等を

踏まえ、平成 29 年度を目標

として、数値目標およびサー

ビス見込み量を設定してい

ます。

第４期計画の実績および障

がい児のニーズを踏まえ、平

成 32 年度を目標として、数

値目標およびサービス見込

み量を設定しています。
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５ 「障がい」の表記について

一般的に「障害」に用いる「害」という漢字には、「損なう」、「わざわい」などの意味があ

り、「有害」、「被害」など否定的でマイナスのイメージが強い言葉に用いられることから、「不

快感を覚える」、「人権尊重の観点からも好ましくない」などの意見があります。

「障害」をそのまま使用すべきとの意見もありますが、少しでも否定的なマイナスのイメー

ジを和らげるため、法令や条例等の名称およびそれらの中で特定のものをさす用語、組織、関

係団体、関係施設などの名称を除き、「害」を「がい」と表記することとしています。



第１章 計画策定の概要

4



第２章 障がいのある人を取り巻く状況

5

第２章 障がいのある人を取り巻く状況

１ 障がいのある人の現状

（１） 障害者手帳所持者数の状況

本市の障害者手帳所持者は増加傾向にあり、平成 29 年で、身体障害者手帳所持者

1,614 人、療育手帳所持者 207 人、精神障害者保健福祉手帳所持者 116 人となってい

ます。
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（２） 総人口に占める手帳所持者割合の推移

本市の総人口に占める手帳所持者の割合は、平成 29 年で 10.3％（身体障害者手帳割

合 8.6％、療育手帳手帳割合 1.1％、精神障害者保健福祉手帳割合 0.6％）となっており、

すべての種別で上昇傾向にあります。
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出典：福祉事務所（各年 10月 1日現在）

出典：福祉事務所（各年 10月 1日現在）
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（３） 身体障害者手帳所持者の状況

① 等級別の推移

本市の身体障害者手帳所持者は、平成 29 年で 1,614 人となっており、平成 25 年

から平成 29 年で 415 人増加しています。

平成 29 年の等級別割合をみると、４級の割合が最も高く 26.5％となっています。

また、重度者（１級と２級の合計）の割合が 36.9％を占めています。
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出典：福祉事務所（各年 10 月 1日現在）



第２章 障がいのある人を取り巻く状況

7

② 部位別の推移

平成 29 年の身体障害者手帳所持者の部位別比率をみると、「肢体不自由」が 56.5％

と最も多く、次いで「内部障がい」の 26.0％となっています。

部位別人数でみると、「言語・音声・そしゃく機能」を除く部位で年々増加しています。
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③ 年齢階層別の推移

身体障害者手帳所持者の状況を年齢階層別にみると、65 歳以上の高齢者が年々増加

しており、平成 29 年には約８割（78.2％）となっています。

8 9 12 10 11
329 321 327 330 340

862 942
1,045

1,148
1,263

1,199
1,272

1,384
1,488

1,614

0

500

1,000

1,500

2,000

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

15歳未満 15～64歳 65歳以上

(人)

0.7%

0.7%

0.9%

0.7%

0.7%

27.4%

25.2%

23.6%

22.2%

21.1%

71.9%

74.1%

75.5%

77.1%

78.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成25年

平成26年

平成27年

平成28年

平成29年

15歳未満 15～64歳 65歳以上

出典：福祉事務所（各年 10月 1日現在）
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（４） 療育手帳所持者の状況

① 等級別の推移

本市の療育手帳所持者は、平成 29 年で 207 人となっており、平成 25 年から平成

29 年で 74 人増加しています。

平成 29 年の等級別割合をみると、重度者であるＡが 45.4％と最も多くなっていま

す。
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② 年齢階層別の推移

療育手帳所持者の状況を年齢階層別にみると、すべての階層で手帳所持者が増加して

います。

特に、15 歳未満の手帳所持者の増加が著しく、平成 29 年では 24 人、年齢階層別

割合は 11.6％となっています。
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出典：福祉事務所（各年 10月 1日現在）
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（５） 精神障害者保健福祉手帳所持者の状況

① 等級別の推移

本市の精神障害者保健福祉手帳所持者は、平成 29 年で 116 人となっており、平成

25 年から平成 29 年で 33 人増加しています。

平成 29 年の等級別割合をみると、２級が 63.8％と最も多くなっています。

6 6 8 9 10

56 61 63
71 74

21
20

24

30
32

83
87

95

110
116

0

50

100

150

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

１級 ２級 ３級

(人)

7.2%

6.9%

8.4%

8.2%

8.6%

67.5%

70.1%

66.3%

64.5%

63.8%

25.3%

23.0%

25.3%

27.3%

27.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成25年

平成26年

平成27年

平成28年

平成29年

１級 ２級 ３級

出典：福祉事務所（各年 10 月 1日現在）
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② 年齢階層別の推移

精神障害者保健福祉手帳所持者の状況を年齢階層別にみると、15 歳以上 65 歳未満

の階層が最も多く、平成 29 年では 89 人、年齢階層別割合は 76.7％となっています。
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２ アンケート調査結果からみる本市の状況

（１） 調査の概要

① 障害者手帳所持者を対象としたアンケート調査（ニーズ調査）

ア）調査時期

平成 29 年 9 月から 10 月に実施しました。

イ）調査対象者

本市在住の身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳を所持している市民

を調査対象としました。

ウ）配布数・回答数

障がい種別 配布数 回収数 回収率 有効回答数 有効回答率

身体 468 件 270 件 57.7％ 270 件 57.7％

知的 51 件 24件 47.1％ 24件 47.1％

精神 41 件 20件 48.8％ 20件 48.8％

合計 560 件 314 件 56.1％ 314 件 56.1％

② 児童発達支援事業所等利用の保護者を対象としたアンケート調査（保護者調査）

ア）調査時期

平成 29 年 10 月に実施しました。

イ）調査対象者

本市在住の児童発達支援、放課後等デイサービスを利用している子どもの保護者を調

査対象としました。

ウ）配布数・回答数

配布数 回収数 回収率 有効回答数 有効回答率

28 件 28件 100.0％ 28 件 100.0％
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（２） ニーズ調査結果（抜粋）

① 回答者の障がい種別

    

障がい種別回答割合 回答数 割合

身体 270 86.0%

知的 24 7.6%

精神 20 6.4%

サンプル数 314 100.0%

身体

86.0%

知的

7.6%

精神

6.4%

② 年齢（平成 29年 4月 1日現在）

    

選択肢 回答数 割合

０～５歳 1 0.3%

6～17歳 6 1.9%

18～64歳 113 36.0%

65歳以上 188 59.9%

無回答 6 1.9%

サンプル数 314 100.0%

0.3%

1.9%

36.0%

59.9%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80%

③ 同居者（複数回答）

    

選択肢 回答数 割合

配偶者（夫または妻） 157 50.0%

子ども 60 19.1%

父母・祖父母・兄弟 57 18.2%

その他 10 3.2%

いない（一人で暮らしている） 69 22.0%

サンプル数 314

50.0%

19.1%

18.2%

3.2%

22.0%

0% 20% 40% 60% 80%
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④ 今後利用したいサービス

問 あなたは次のサービスを今後利用したいと思いますか。

「居宅介護（ホームヘルプ）」が 15.3％と最も多く、次いで、「相談支援」の 12.7％、

「自立訓練（機能訓練、生活訓練）」の 10.8％の順となっています。

    

15.3%

12.7%

10.8%

9.6%

9.6%

9.6%

8.3%

8.0%

7.6%

7.0%

7.0%

6.4%

6.1%

6.1%

5.7%

5.7%

5.7%

5.4%

5.1%

4.8%

4.5%

4.5%

4.1%

3.5%

2.5%

1.6%

1.6%

1.3%

1.0%

1.0%

0.6%

0% 5% 10% 15% 20%

居宅介護（ホ―ムヘルプ）

相談支援

自立訓練（機能訓練、生活訓練）

生活介護

短期入所（ショートステイ）

訪問入浴サービス事業

日常生活用具費支給事業

重度訪問介護

移動支援事業

療養介護

共同生活援助（グループホーム）

施設入所支援

行動援護

就労移行支援

同行援護

重度障害者等包括支援

就労継続支援（Ａ型、Ｂ型）

自立生活援助

地域活動支援センター事業

自動車運転免許取得事業

就労定着支援

日中一時支援事業

自動車改造費助成事業

コミュニケーション支援事業

児童発達支援

放課後等デイサービス

居宅訪問型児童発達支援

福祉型児童入所支援

医療型児童発達支援

医療型児童入所支援

保育所等訪問支援
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⑤ 情報の入手先

問 あなたは障がいのことや福祉サービスなどに関する情報を、どこから知るこ

とが多いですか。（複数回答）

「本や新聞、雑誌の記事、テレビやラジオのニュース」が 31.8％と最も多く、次い

で、「行政機関の広報誌」、「家族や親せき、友人・知人」の 24..5％、などとなっていま

す。

    

選択肢 回答数 割合

本や新聞、雑誌の記事、テレビやラジ
オのニュース

100 31.8%

行政機関の広報誌 77 24.5%

家族や親せき、友人・知人 77 24.5%

かかりつけの医師や看護師 47 15.0%

病院のケースワーカーや介護保険のケ
アマネージャー

35 11.1%

インターネット 28 8.9%

サービス事業所の人や施設職員 24 7.6%

行政機関の相談窓口 22 7.0%

民生委員・児童委員 19 6.1%

障がい者団体や家族会（団体の機関誌
など）

15 4.8%

相談支援事業所などの民間の相談窓口 12 3.8%

通園施設や保育所、幼稚園、学校の先
生

8 2.5%

その他 15 4.8%

サンプル数 314

31.8%

24.5%

24.5%

15.0%

11.1%

8.9%

7.6%

7.0%

6.1%

4.8%

3.8%

2.5%

4.8%

0% 20% 40% 60%
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⑥ 悩みや困りごとの相談先

問 あなたは、普段、悩みや困ったことなどをどなたに相談しますか。（複数回

答）

「家族や親せき」が 74.2％と最も多く、次いで、「友人・知人」の 25.2％、「かかり

つけの医師や看護師」の 19.7％の順となっています。

    

選択肢 回答数 割合

家族や親せき 233 74.2%

友人・知人 79 25.2%

かかりつけの医師や看護師 62 19.7%

施設の指導員など 25 8.0%

ケースワーカーやケアマネージャー 24 7.6%

行政機関の相談窓口 22 7.0%

近所の人 19 6.1%

民生委員・児童委員 18 5.7%

サービス事業所の人 10 3.2%

地域福祉推進員 8 2.5%

通園施設や保育所、学校等の先生 6 1.9%

障がい者団体や家族会 4 1.3%

民間の相談窓口 3 1.0%

その他 8 2.5%

相談する人がいない 10 3.2%

サンプル数 314

74.2%

25.2%

19.7%

8.0%

7.6%

7.0%

6.1%

5.7%

3.2%

2.5%

1.9%

1.3%

1.0%

2.5%

3.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（３） 保護者調査（抜粋）

問 お子様の年齢は、満何歳ですか。（平成 29年 4 月 1日現在）

「0～5 歳」、「6～11 歳」が 42.9％、「12～17 歳」が 10.7％となっています。

    

選択肢 回答数 割合

0～5歳 12 42.9%

６～11歳 12 42.9%

12～17歳 3 10.7%

無回答 1 3.5%

サンプル数 28 100.0%

0～

5歳
42.9%６～

11歳
42.9%

12～

17歳
10.7%

無回答

3.5%

問 お子様は、どのようなサービスを利用していますか。（複数回答）

「放課後等デイサービス」が 57.1％、「児童発達支援」が 46.4％、「保育所等訪問支

援」が 14.3％などとなっています。

    

選択肢 回答数 割合

放課後等デイサービス 16 57.1%

児童発達支援 13 46.4%

保育所等訪問支援 4 14.3%

医療型児童発達支援 1 3.6%

サンプル数 28

57.1%

46.4%

14.3%

3.6%

0% 20% 40% 60% 80%
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問 福祉サービスを利用するにあたり、お子様やあなたが困っていることは何で

すか。（複数回答）

「困っていることはない」が約５割（46.4％）である一方、困っていることとして、

「通いにくい（遠い、交通手段がない）」（17.9％）、「利用料が高い」（14.3％）の割合

が高くなっています。

すべての障がいのある子どもが平等に、希望するサービスを受けることができるよう

サービス提供体制・実施体制の充実や経済的支援が求められます。

    

選択肢 回答数 割合

通いにくい（遠い、交通手段がない） 5 17.9%

利用料が高い 4 14.3%

手続が面倒である 2 7.1%

お子様が障害程度や希望に合ったサー
ビスが受けられない

1 3.6%

定員がいっぱいで施設に入所や通所が
できない

1 3.6%

医療的ケアが受けられない 1 3.6%

お子様が他の利用者や職員になじめな
い

1 3.6%

サービス利用に関する相談相手がいな
い

1 3.6%

その他 5 17.9%

困っていることはない 13 46.4%

サンプル数 28

17.9%

14.3%

7.1%

3.6%

3.6%

3.6%

3.6%

3.6%

17.9%

46.4%

0% 20% 40% 60%
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問 現在、保育所（園）、幼稚園、認定こども園、小学校に通園・通学していま

すか。

「している」が 89.3％となっています。

    

選択肢 回答数 割合

している 25 89.3%

していない 3 10.7%

サンプル数 28 100.0%

して

いる

89.3%

して

いない

10.7%

問 保育所（園）・幼稚園・認定こども園・小学校に望むことは、どのようなこ

とですか。（複数回答）

「子どもの能力や障がいの状態に適した指導」（36.0％）や「個別指導の充実」

（24.0％）と回答した割合が高くなっています。

一人ひとりの能力や特性を踏まえた教育的支援が求められています。

  

選択肢 回答数 割合

子どもの能力や障がいの状態に適した
指導

9 36.0%

個別指導の充実 6 24.0%

就学や進路などの相談体制の充実 4 16.0%

施設、設備、教材の充実 3 12.0%

医療的なケアを受けられるようにする 1 4.0%

その他 2 8.0%

特に希望することはない 10 40.0%

サンプル数 25

36.0%

24.0%

16.0%

12.0%

4.0%

8.0%

40.0%

0% 20% 40% 60%
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第３章 第４期計画の実施状況

第４期障害福祉計画において定めた４つの成果目標および各活動指標の実施状況と達成に

向けた取組、その評価と今後の方向性については以下のとおりです。

１ 成果目標の実施状況

（１） 福祉施設入所者の地域生活への移行

施設入所者の削減数は目標を達成する見込みとなっていますが、地域移行者数は目標達

成が困難な状況となっています。

地域生活への移行を希望される方が、安心して施設から地域に移り生活できるための受

け皿の整備が必要なため、グループホームの整備を検討します。

第４期計画目標
第４期計画実績

平成27年度末 平成28年度末 平成 29 年度

【地域生活への移行】

平成 29 年度末までに、平成 25 年度末

時点の施設入所者（37 人）のうち 1 人が

地域生活へ移行する。

1 人 0 人 0 人

【施設入所者の削減】

平成 29 年度末の施設入所者が、平成

25 年度末時点の施設入所者（37 人）か

ら 1 人削減し、36 人とする。

2 人 2 人 2 人

（２） 福祉施設から一般就労への移行

一般就労への移行者数の実績は、平成 28 年度の 1 人となっています。

関係機関等との連携強化や企業への啓発を行うなど、一般就労への移行に向けて支援体

制を整備していきます。

第４期計画目標
第４期計画実績

平成27年度末 平成28年度末 平成 29 年度

【福祉施設から一般就労への移行】

平成 29 年度中に一般就労への移行者

数を平成 24 年度実績（1 人）の 2 倍の

2 人とする。

0 人 1 人 0 人

※ 平成 29年度は 11 月現在の実績

※ 平成29 年度は 11 月現在の実績
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（３） 就労移行支援事業の利用者数

就労移行支援事業の利用者数は、順調に推移しています。

今後も障害者就業・地域生活支援センター等との連携を深め、より一層一般就労につな

がるサービス提供に努めます。

第４期計画目標
第４期計画実績

平成27年度末 平成28年度末 平成 29 年度

【就労移行支援事業の利用者数】

平成 29 年度末における就労移行支援

事業利用者数を平成 25 年度末（0 人）か

ら 6 割以上増加し、3 人とする。

2 人 2 人 3 人

（４） 地域生活支援拠点等の整備

平成 29 年 11 月現在、未設置となっています。

西諸圏域の市町と今後協議・検討を行い、平成 32 年度までに整備を図ります。

第４期計画目標
第４期計画実績

平成27年度末 平成28年度末 平成 29 年度

【地域生活支援拠点等の整備】

平成 29 年度までに、市または圏域に１

か所整備する。

― ― ―

※ 平成 29年度は 11 月現在の実績

※ 平成 29年度は 11 月現在の実績
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２ 活動指標の状況

活動指標は、その進捗状況について定期的に状況確認を行うべき指標として定めているもの

で、（１）障害福祉サービス、（２）地域生活支援事業、（３）障害児通所支援・障害児相談支

援事業の実施状況は以下のとおりです。

（１） 障害福祉サービス

① 訪問系サービス

種類 平成 27年度 平成 28 年度 平成 29 年度

居宅介護
計画

32 人

395 時間

34 人

420 時間

36 人

444 時間重度訪問介護

行動援護

実績
26 人

309 時間

26 人

372 時間

23 人

362 時間
重度障害者等包括支援

同行援護

② 日中活動系サービス

種類 平成 27年度 平成 28 年度 平成 29年度

生活介護

（デイサービス）

計画 50 人 1,035 人日分 53 人 1,093 人日分 56 人 1,153 人日分

実績 51 人 1,081 人日分 53 人 1,049 人日分 53 人 2,026 人日分

自立訓練（機能訓練）
計画 1 人 20 人日分 1 人 20 人日分 1 人 20 人日分

実績 0 人 0 人日分 0 人 0 人日分 0 人 0 人日分

自立訓練（生活訓練）
計画 4 人 64 人日分 4 人 64 人日分 5 人 80 人日分

実績 1 人 23 人日分 1 人 23 人日分 1 人 22 人日分

就労移行支援
計画 2 人 40 人日分 3 人 60 人日分 3 人 60 人日分

実績 2 人 46 人日分 2 人 39 人日分 3 人 65 人日分

就労継続支援（Ａ型）
計画 1 人 20 人日分 2 人 40 人日分 2 人 40 人日分

実績 2 人 44 人日分 8 人 147 人日分 9 人 168 人日分

就労継続支援（Ｂ型）
計画 38 人 702 人日分 42 人 777 人日分 46 人 850 人日分

実績 35 人 711 人日分 40 人 780 人日分 40 人 745 人日分

療養介護
計画 8 人 8 人 8 人

実績 7 人 6 人 5 人

短期入所（福祉型）
計画 7 人 78 人日分 9 人 101 人日分 10 人 113 人日分

実績 3 人 45 人日分 7 人 39 人日分 6 人 40 人日分

短期入所（医療型）
計画 1 人 7 人日分 1 人 7 人日分 1 人 7 人日分

実績 0 人 0 人日分 0 人 0 人日分 0 人 0 人日分

※ 平成29 年度は 11月現在の実績

※ 平成29 年度は 11月現在の実績
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③ 居住系サービス

種類 平成 27年度 平成 28年度 平成 29 年度

共同生活援助

（グループホーム）

計画 20 人 22 人 25 人

実績 19 人 20 人 23 人

施設入所支援
計画 38 人 37 人 36 人

実績 39 人 39 人 39 人

④ 相談支援サービス

種類 平成 27年度 平成 28年度 平成 29 年度

計画相談支援
計画 28 人 29 人 30 人

実績 24 人 22 人 23 人

地域移行支援
計画 1 人 1 人 1 人

実績 0 人 0 人 0 人

地域定着支援
計画 1 人 1 人 1 人

実績 0 人 0 人 0 人

（２） 地域生活支援事業

事業名 平成 27年度 平成 28 年度 平成 29 年度

理解促進研修・啓発事業
（実施の有無）

計画 実施 実施 実施

実績 無 無 無

自発的活動支援事業
（実施の有無）

計画 実施 実施 実施

実績 無 無 無

相談支援事業
（実施所数）

計画 1 か所 1 か所 1 か所

実績 1 か所 1 か所 1 か所

基幹相談支援センター
（設置の有無）

計画 ― ― 実施

実績 無 無 無

基幹相談支援センター等機能強化事業
（実施の有無）

計画 ― ― 実施

実績 無 無 無

住宅入居等支援事業
（実施の有無）

計画 ― ― 実施

実績 無 無 無

成年後見制度利用支援事業
（年間実利用人数）

計画 2 人 2 人 2 人

実績 1 人 1 人 0 人

※ 平成29 年度は 11 月現在の実績

※ 平成29 年度は 11 月現在の実績

※ 平成29 年度は 11 月現在の実績
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成年後見制度法人後見支援事業
（実施の有無）

計画 実施 実施 実施

実績 無 無 無

意思疎通支援事業（手話通訳者派遣・要約筆
記者派遣事業） （年間利用件数）

計画 60 件 60 件 60 件

実績 37 件 98 件 70 件

意思疎通支援事業（手話通訳者設置事業）
（年間利用者数）

計画 ― ― ―

実績 ― ― ―

日常生活用具給付等事業（介護訓練支援用具）
（年間給付件数）

計画 2 件 2 件 2 件

実績 0 件 1 件 1 件

日常生活用具給付等事業（自立生活支援用具）
（年間給付件数）

計画 2 件 2 件 2 件

実績 0 件 6 件 5 件

日常生活用具給付等事業（在宅療養等支援用
具） （年間給付件数）

計画 3 件 3 件 3 件

実績 0 件 1 件 5 件

日常生活用具給付等事業（情報・意思疎通支
援用具） （年間給付件数）

計画 3 件 3 件 3 件

実績 1 件 3 件 8 件

日常生活用具給付等事業（排泄管理支援用具）
（年間給付件数）

計画 550 件 600 件 600 件

実績 154 件 161 件 151 件

日常生活用具給付等事業（居宅生活動作補助
用具） （年間給付件数）

計画 1 件 1 件 1 件

実績 1 件 2 件 1 件

手話奉仕員養成研修事業
（修了見込者数（登録見込者数））

計画 5 人 5 人 5 人

実績 4 人 4 人 5 人

移動支援事業
（年間利用者数、時間数）

計画 20 人
延

840 時間 21 人
延

882 時間 21 人
延

882 時間

実績 19 人
延

708 時間 17 人
延

776 時間 17 人
延

491 時間

地域活動支援センターⅡ型事業
（実施箇所数、年間利用者数）

計画 1 か所 5 人 1 か所 7 人 2 か所 10 人

実績 1 か所 7 人 1 か所 7 人 1 か所 4 人

訪問入浴サービス事業
（年間利用者数）

計画 2 人 2 人 2 人

実績 1 人 1 人 1 人

日中一時支援事業
（年間利用者数）

計画 6 人 8 人 10 人

実績 8 人 6 人 5 人

社会参加促進事業（自動車運転免許取得事業）
（年間利用者数）

計画 2 人 2 人 2 人

実績 0 人 1 人 0 人

社会参加促進事業（自動車改造費助成事業）
（年間利用者数）

計画 2 人 2 人 2 人

実績 2 人 0 人 0 人

障害者虐待防止対策支援事業（緊急保護居室
確保） （委託先数）

計画 2 か所 2 か所 2 か所

実績 2 か所 2 か所 2 か所

障害者虐待防止対策支援事業（連携協力体制
の整備） （協議会の設置の有無）

計画 有 有 有

実績 有 有 有

※ 平成29 年度は 11月現在の実績
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（３） 障害児通所支援・障害児相談支援事業

種類 平成 27年度 平成 28年度 平成 29 年度

児童発達支援
計画 10 人 102 人日分 12 人 125 人日分 14 人 148 人日分

実績 15 人 132 人日分 18 人 153 人日分 18 人 139 人日分

医療型児童発達支援
計画 0 人 0 人日分 0 人 0 人日分 0 人 0 人日分

実績 0 人 0 人日分 0 人 0 人日分 0 人 0 人日分

放課後等デイサービス
計画 13 人 190 人日分 15 人 220 人日分 18 人 260 人日分

実績 19 人 264 人日分 24 人 319 人日分 24 人 275 人日分

保育所等訪問支援
計画 0 人 0 人日分 0 人 0 人日分 0 人 0 人日分

実績 0 人 0 人日分 7 人 8 人日分 4 人 4 人日分

障害児相談支援
計画 4 人 5 人 6 人

実績 29 人 18 人 28 人

※ 平成 29 年度は 11月現在の実績
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第４章 基本的理念等

１ 基本的理念

第５期障がい福祉計画および第１期障がい児福祉計画では、国の基本指針を踏まえ、以下の

５点を基本的理念とします。

（１） 障がいのある人などの自己決定の尊重と意思決定の支援

障がいの有無にかかわらず、相互に人格と個性を尊重し合いながら地域の中で共に支え

あう「共生社会」を実現するため、障がいのある人などの自己決定を尊重し、その意思決

定の支援に配慮するとともに、障がいのある人などが必要とする障害福祉サービス等の支

援を受けつつ、その自立と社会参加の実現を図っていくことを基本として、障害福祉サー

ビス等および障害児通所支援等の提供体制の整備を進めます。

（２） 障がい種別によらない一元的な障害福祉サービスの実施

障害福祉サービスの対象となる障がいのある人などに対して、障がい種別や地域間でサ

ービスに格差が生じないようにサービスの充実を図ります。

また、発達障がい者および高次脳機能障がい者については、従来から精神障がい者に含

まれるものとして障害者総合支援法に基づく給付の対象になっていること、難病患者等

（障害者総合支援法で定める対象疾病）についても障害者総合支援法に基づく給付の対象

になっていることを引き続き周知し、障害福祉サービスの活用を促します。

（３） 入所等から地域生活への移行等の課題に対応したサービス提供体制の整備

障がいのある人などの自立支援の観点から、入所等から地域生活への移行、地域生活の

継続の支援、就労支援等といった課題に対応したサービス提供体制を整え、障がいのある

人などの生活を地域全体で支えるシステムを実現するため、障がい福祉事業所等の地域資

源とともに提供体制の整備を進めます。

（４） 地域共生社会の実現に向けた取組

障がいの有無にかかわらず、誰もが相互に人格と個性を尊重し、支えあう地域共生社会

の実現に向けた社会づくりを推進します。

（５） 障がいのある子どもの健やかな育成のための発達支援

障がいのある子どもおよびその家族に対し、障がいの疑いがある段階から身近な地域で

支援できるように、質の高い専門的な発達支援を行う障害児通所支援等の充実を図るとと

もに、県の支援等を通じて引き続き障がい児支援の均てん化を図ることにより、地域支援

体制の構築を図ります。

また、障がいのある子どものライフステージに沿って、地域の保健、医療、障がい福祉、

保育、教育、就労支援等の関係機関が連携を図り、切れ目のない一貫した支援を提供する

体制の構築を図ります。
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２ 事業の全体像

（１） 自立支援給付（障害者総合支援法）

  

訪問系サービス ◎ 居宅介護

◎ 重度訪問介護

◎ 同行援護

◎ 行動援護

◎ 重度障害者等包括支援

日中活動系サービス ◎ 生活介護

◎ 自立訓練（機能訓練）

◎ 自立訓練（生活訓練）

◎ 就労移行支援

◎ 就労継続支援（Ａ型）

◎ 就労継続支援（Ｂ型）

◎ 療養介護

◎ 短期入所（福祉型、医療型）

居住系サービス ◎ 自立生活援助

◎ 施設入所支援

相談支援 ◎ 計画相談支援

◎ 地域移行支援

◎ 地域定着支援

◎ 就労定着支援

◎ 共同生活援助
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（２） 地域生活支援事業（障害者総合支援法）

  

◎ 相談支援事業

地域生活支援事業

◎ 意思疎通支援事業

◎ 日常生活用具給付等事業

◎ 移動支援事業

◎ 地域活動支援センター

◎ その他の事業

◎ 理解促進研修・啓発事業

◎ 自発的活動支援事業

◎ 手話奉仕員養成研修事業

◎ 成年後見制度利用支援事業

◎ 成年後見制度法人後見支援事業

（３） 障害児通所支援・障害児相談支援（児童福祉法）

  

◎ 児童発達支援障害児通所支援等

◎ 医療型児童発達支援

◎ 放課後等デイサービス

◎ 保育所等訪問支援

◎ 障害児相談支援

◎ 居宅訪問型児童発達支援

◎ 福祉型障害児入所施設
◎ 医療型障害児入所施設



第４章 基本的理念等

30

３ サービスの内容

（１） 自立支援給付

① 訪問系サービス

サービス名 サービス内容

居宅介護
入浴、排せつ、食事の介護など、自宅での生活全般に

わたる支援等を行います。

重度訪問介護

重度の肢体不自由者や知的・精神障がいにより行動上

著しい困難を有する障がいのある人で常時介護が必要な

人への自宅での家事や入浴、排せつ、食事の介護、外出

時における移動支援などを総合的に行います。

同行援護

視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する人に、

移動に必要な情報の提供、移動の援護等の外出支援を行

います。

行動援護
自己判断能力が制限されている人への危険回避のため

に必要な支援、外出支援を行います。

重度障害者等包括支援
特に介護が必要な人への居宅介護など複数のサービス

を包括的に行います。

② 日中活動系サービス

サービス名 サービス内容

生活介護

常時介護が必要な人への昼間の入浴、排せつ、食事の

介護などを行うとともに、創作的活動・生産活動の機会

を提供します。

自立訓練（機能訓練）

自立した日常生活や社会生活ができるよう、リハビリ

テーションや地域生活を営む能力の向上を目的に必要な

訓練等を行います。

自立訓練（生活訓練）

自立した日常生活や社会生活ができるよう、入浴、排

せつおよび食事等に関する日常生活能力を向上するため

の支援等を行います。

就労移行支援

一般就労等を希望し、企業等への雇用や在宅就労等が

見込まれる障がい者に対し、一定期間、就労に必要な知

識および能力の向上のために必要な訓練を行います。

就労継続支援（A型）
一般就労が困難な人で、雇用契約に基づく就労が可能

な人に働く場の提供、知識・能力の向上訓練を行います。

就労継続支援（B型）
雇用契約に基づく就労が困難な人に、働く場の提供、

知識・能力の向上訓練を行います。

就労定着支援
就業に伴う生活面の課題に対応できるよう、事業所・

家族との連絡調整等の支援を行います。
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療養介護

医療と常時介護が必要な人への医療機関での機能訓

練、療養上の管理、看護、介護、日常生活の世話を行い

ます。

短期入所（福祉型・医療型）

日常介護する人が病気の場合などに、短期間（夜間も

含む）の施設での入浴、排せつ、食事の介護などを行い

ます。（※障害者支援施設等において実施する「福祉型」

と、病院、診療所、介護老人保健施設において実施する

「医療型」に分類されます）

③ 居住系サービス

サービス名 サービス内容

自立生活援助

施設入所支援や共同生活援助を利用してい人や、精神

科病院等に入院していた人などを対象として、定期的な

巡回訪問や随時の対応により、円滑な地域生活に向けた

相談・助言等を行います。

共同生活援助

夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活

上の援助や入浴・排せつ・食事の介護等を行います。（グ

ループホーム事業者自らが行う介護サービス包括型と、

外部の居宅介護事業所に委託する外部サービス利用型と

に分類されます）

施設入所支援
施設入所者に、夜間や休日の入浴、排せつ、食事の介

護などを行います。

④ 相談支援

サービス名 サービス内容

計画相談支援

障害福祉サービス等を利用する方の心身の状況や環境

等を勘案し、利用するサービスの内容等を定めたサービ

ス等利用計画の作成を行います。

また、サービス等利用計画が適切かどうかを、一定期

間ごとに検証（モニタリング）し、その結果等を勘案し

てサービス等利用計画の見直しを行います。

地域移行支援

施設や精神科病院、保護施設、矯正施設に入所、入院

されている方に対して、住居の確保や地域での生活に移

行するための支援を行います。

地域定着支援
居宅において単身で生活する方などに対して、常時の

連絡体制を確保し、緊急時等の相談に対応します。
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（２） 地域生活支援事業

① 必須事業

事業名 事業内容

理解促進研修・啓発事業
障がいのある人などに対する理解を深めるため、広報

活動、研修会等を行います。

自発的活動支援事業

障がい者福祉の増進と共生社会の実現に向け、障がい

のある人やその家族、地域住民等からなる団体が、地域

において自発的に行う活動に対して支援します。

相談支援事業

障害者相談支援事業

障がいのある人などからの相談に応じ、必要な情報穂

提供や助言、障害福祉サービスの利用に関する援助、調

整などの支援を行うとともに、障がいのある人などの権

利擁護のために必要な援助を行います。

基幹相談支援センター

地域の相談支援の拠点として、総合的な相談業務（身

体障がい・知的障がい・精神障がい）および成年後見制

度利用支援事業等を行います。

基幹相談支援センター等

機能強化事業

相談支援事業が適正かつ円滑に実施されるよう、一般

的な相談支援事業に加え、特に必要と認められる能力を

有する専門的職員を配置することにより相談支援機能の

強化を図ります。

住宅入居等支援事業

賃借契約による一般住宅への入居を希望しているが、

保証人がいない等の理由により入居が困難な障がいのあ

る人などに対して、入居に必要な調整等の支援を行うと

ともに、家主などへの相談・助言を通じて地域生活を支

援します。

成年後見制度利用支援事業

成年後見人制度の利用をしやすくするための制度で、

成年後見人制度の利用に伴う申立経費と、成年後見人等

への報酬の全部あるいは一部を支援するものです。

成年後見制度法人後見支援

事業

成年後見制度における後見業務を適正に行うことがで

きる法人を育成するために、研修等を実施するサービス

です。

意思疎通支援事業

手話通訳者・要約筆記者

派遣事業

聴覚、言語機能、音声機能、視覚等の障がいのため、

意思の疎通を図ることに障がいのある人とその他の人の

意思疎通を仲介するために、手話通訳や要約筆記、点訳

等を行う者の派遣などを行います。
手話通訳者設置事業
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事業名 事業内容

日常生活用具給付事業

介護・訓練支援用具

重度障がいのある人に対し、自立生活支援用具等日常

生活用具の給付や貸与を行います。

自立生活支援用具

在宅療養等支援用具

情報・意思疎通支援用具

排泄管理支援用具

居宅生活動作補助用具

手話奉仕員養成研修事業
日常会話を行うために必要な手話表現技術を習得した

手話奉仕員を養成するための研修を行うものです。

移動支援事業

屋外での移動が困難な障がいのある人について外出の

ための支援を行うことにより、地域における自立生活と

社会参加を促進するサービスです。

地域活動支援センター機能

強化事業

障がいのある人が通い、創作的活動・生産活動の提供、

社会との交流の促進等の便宜を図ります。

② 任意事業

事業名 事業内容

訪問入浴サービス事業
在宅での入浴が困難な障がいのある人に対し、移動入

浴車で入浴サービスを提供します。

日中一時支援事業
障がいのある人などの日中の活動の場を確保し、その

家族の就労支援と一時的な休息を図るサービスです。

社会参加促進事業（自動車運

転免許取得事業）

自動車運転免許の取得に要する費用の一部を助成する

サービスです。

社会参加促進事業（自動車改

造費助成事業）

自動車の改造に要する費用の一部を助成するサービス

です。

障害者虐待防止対策支援事

業

障がいのある人への虐待の未然防止や早期発見、迅速

な対応、その後の適切な支援を行うため、地域における

関係機関等の協力体制の整備や支援体制の強化を図りま

す。



第４章 基本的理念等

34

（３） 障害児通所支援・障害児相談支援

サービス名 サービス内容

児童発達支援

小学校就学前の障がいのある子どもに、日常生活にお

ける基本的な動作の指導、知識技術の付与、集団生活へ

の適応訓練、その他必要な支援を行います。

医療型児童発達支援

肢体不自由があり、理学療法等の機能訓練や医療的管

理下での支援が必要であると認められた障がいのある子

どもを対象に、児童発達支援および治療を行います。

放課後等デイサービス

学校に就学している障がいのある子どもを対象に、放

課後や学校休業日に、生活能力の向上のために必要な訓

練、社会との交流の促進、その他必要な支援を行います。

保育所等訪問支援

保育所等を利用する障がいのある子どもや保育所等の

スタッフに対し、集団生活への適応や保育所等の安定し

た利用を促進するために、保育所等を訪問して専門的な

支援を行います。

居宅訪問型児童発達支援

重度の障がい等の状態にあって、外出することが著し

く困難な障がいのある子どもの居宅を訪問し、日常生活

における基本的な動作の指導、知識技術の付与、その他

必要な支援を行います。

障害児相談支援

児童の保護者から依頼を受けた指定障害児相談支援事

業者が、支給決定前に「障害児支援利用計画案」を作成

し、支給決定後にサービス事業者等との連絡調整等を行

い、「障害児支援利用計画」の作成を行います。

また、一定期間ごとに支給決定されたサービス等の利

用状況の検証（モニタリング）を行い、「障害児支援利用

計画」の見直しを行います。
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第５章 成果目標

１ 福祉施設の入所者の地域生活への移行

地域生活への移行を進める観点から、平成 28 年度末時点の福祉施設に入所している障がい

のある人のうち、今後、自立訓練事業等を利用し、グループホーム、一般住宅等に移行する者

を見込み、その上で、平成 32 年度末における地域生活に移行する者の目標値を設定します。

国の基本指針

平成 28 年度末時点の施設入所者数の 9％以上が地域生活へ移行することとするとも

に、これに合わせて平成 32 年度末の施設入所者数を平成 28 年度末時点の施設入所者

数から 2％以上削減することを基本とする。

目標設定の考え方

国の基本指針に基づいて、9％以上（4 人以上）を地域生活に移行とすべき本計画では、

本市の実情を考慮し、地域生活移行人数を 4 人と推計します。

また、国の基本指針に基づいて、施設入所者の 2％以上（1 人以上）を削減すべき本

計画では、本市の実情を考慮し、削減数を 1 人と推計します。

項目 人数 考え方

施設入所者 39 人 平成 28 年度末の施設入所者

目標年度の地域移行者
4 人

10.3％

施設入所からグループホーム等への移

行見込み

目標年度の施設入所者 38 人 平成 32 年度末の施設入所者

削減見込み
1 人

2.6％
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２ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築を目指す新たな政策理念を踏まえ、全

ての市町村ごとの協議会やその専門部会など保健、医療、福祉関係者による協議の場を設置す

ることを基本とします。

国の基本指針

平成 32 年度末までに、全ての市町村ごとに保健・医療・福祉関係者による協議の場

を設置することを基本とする。

目標設定の考え方

平成 32 年度末までに、保健・医療・福祉関係者による協議の場を西諸圏域にて協同

設置の方向で検討を行います。

３ 地域生活支援拠点等の整備

相談、体験の機会や場の提供、緊急時の受け入れ・対応、専門的な対応、地域の体制づくり

等を行う地域生活支援拠点等について、平成 32 年度末までに各市町村、または、各圏域に少

なくとも１つを整備することを基本とします。

国の基本指針

平成 32 年度末までに、各市町村又は各圏域に少なくとも１つを整備することを基本

とする。

目標設定の考え方

平成 32 年度末までに、西諸圏域に 1 か所整備します。
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４ 福祉施設から一般就労への移行等

福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労

継続支援を行う事業）を通じて、一般就労に移行する人の目標値を設定します。また、この目

標値を達成するため、就労移行支援事業の利用者数の目標値を設定します。

国の基本指針

平成 32 年度中に一般就労への移行者数を平成 28 年度実績の 1.5 倍以上にするとと

もに、平成 32 年度末における就労移行支援事業の利用者数を平成 28 年度末から 2 割

以上増加することを基本として、目標値を設定する。

目標設定の考え方

国の基本指針に基づいて、平成 32 年度中に一般就労への移行者数を平成 28 年度実

績の 1.5 倍以上（2 人）、平成 32 年度末における就労移行支援事業の利用者数を平成

28 年度末から 2 割以上増加（3 人）を達成すべき本計画では、本市の実情を考慮し、

一般就労への移行者数を 2 人、就労移行支援事業の利用者数を 5 人と推計します。

項目 人数 考え方

一般就労移行者数 1 人 平成 28 年度実績

目標年度の一般就労移行者 2 人 平成 32 年度一般就労移行者

就労移行支援事業の利用者数 2 人 平成 28 年度実績

目標年度の就労移行支援事業

の利用者数
5 人 平成 32 年度の利用者数
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５ 障がい児支援の提供体制の整備等

（１） 児童発達支援センターの設置および保育所等支援の充実

児童発達支援センターを中核とした地域支援体制の構築を目指すため、児童発達支援セ

ンターを各市町村に少なくとも１か所以上設置することを基本とします。また、全ての市

町村において、保育所等訪問支援を利用できる体制を構築することを基本とします。

国の基本指針

平成 32 年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１か所以上設

置することを基本する。また、平成 32 年度末までに、保育所等訪問支援を利用できる

体制を構築することを基本とする。

目標設定の考え方

本市では、平成 28 年度から保育所等訪問支援の利用体制を構築しています。

また、平成 32 年度末までに、本市対象者が対応可能な児童発達支援センターを西諸

圏域に 1 か所設置します。

（２） 医療的ニーズへの対応

医療的ニーズの高い障がいのある子どものライフステージに応じた切れ目のない支援

を、保健、医療、福祉、保育、教育、就労支援等と連携して提供する体制を構築すること

を基本とします。

国の基本指針

平成 32 年度末までに、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所および

放課後等デイサービス事業所を各市町村に 1 か所以上確保することを基本とする。また、

平成 30 年度末までに保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図

るための協議の場を設置する。

目標設定の考え方

西諸圏域の市町と今後協議・検討を行い、平成 32 年度までに重症心身障がい児を支

援する児童発達支援事業所および放課後等デイサービス事業所の整備を図ります。

また、平成 30 年度末までに保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の関係機関等が

連携を図るための協議の場を西諸圏域に設置します。
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第６章 活動指標

本計画における「成果目標」の達成に向け、障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスお

よび地域生活支援事業、児童福祉法に基づく障がいのある子どもを対象とした障害児通所支援

等事業について、サービスおよび事業の見込量を、定期的な状況確認を行う「活動指標」とし

て設定します。

１ 障害福祉サービス

障害者総合支援法に基づく訪問系サービス、日中活動系サービス、居住系サービス、相談支

援について、実施に関する考え方および見込量を定めます。

（１） 訪問系サービス

第４期までの利用実績や障がいのある人の人数の推移等を踏まえ、サービス見込量を設

定します。

種類 平成 30年度 平成 31 年度 平成 32年度

居宅介護

27 人

375 時間

27 人

375 時間

27 人

375 時間

重度訪問介護

同行援護

行動援護

重度障害者等包括支援

（２） 日中活動系サービス

第４期までの利用実績や利用者数、新たなサービス利用者数等を勘案し、生活介護、就

労継続支援Ｂ型施設等、日中活動の場の見込量を設定します。

種類 平成 30年度 平成 31 年度 平成 32年度

生活介護
54 人 55 人 56 人

1,429 人日分 1,456 人日分 1,482 人日分

自立訓練（機能訓練）
0 人 0 人 0 人

0 人日分 0 人日分 0 人日分

自立訓練（生活訓練）
2 人 2 人 2 人

45 人日分 45 人日分 45 人日分

就労移行支援
4 人 4 人 5 人

86 人日分 86 人日分 107 人日分
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種類 平成 30年度 平成 31 年度 平成 32年度

就労継続支援（Ａ型）
12 人 14 人 16 人

227 人日分 265 人日分 302 人日分

就労継続支援（Ｂ型）
42 人 44 人 46 人

817 人日分 856 人日分 894 人日分

就労定着支援 1 人 1 人 1 人

療養介護 6 人 6 人 6 人

短期入所（福祉型）
7 人 7 人 7 人

54 人日分 54 人日分 54 人日分

短期入所（医療型）
0 人 0 人 0 人

0 人日分 0 人日分 0 人日分

（３） 居住系サービス

第４期までの利用実績および利用者数、障がいのある人の人数の推移等を基に、グルー

プホームの利用希望や精神科病院等からの地域生活への移行を勘案して、見込量を設定し

ます。

種類 平成 30年度 平成 31 年度 平成 32年度

自立生活援助 1 人 1 人 1 人

共同生活援助 24 人 25 人 26 人

施設入所支援 39 人 39 人 38 人

（４） 相談支援

サービス利用状況や地域生活への移行ニーズ、障がいのある人の人数の推移等を勘案し

て見込量を設定します。

種類 平成 30年度 平成 31 年度 平成 32年度

計画相談支援 25 人 27 人 29 人

地域移行支援 0 人 0 人 1 人

地域定着支援 0 人 0 人 1 人
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２ 地域生活支援事業

第４期までの利用実績や障がいのある人の人数の推移等を踏まえ、平成 32 年度までの見込

量を下記のとおり設定します。

事業名 平成 30年度 平成 31 年度 平成 32年度

理解促進研修・啓発事業 実施の有無 ― ― 実施

自発的活動支援事業 実施の有無 ― ― 実施

障害者相談支援事業 実施箇所数 1 か所 1 か所 1 か所

基幹相談支援センター 設置の有無 ― ― 設置

市町村相談支援機能強化事業 実施の有無 ― ― 実施

住居入居等支援事業 実施の有無 ― ― 実施

成年後見制度利用支援事業 年間利用者数 1 人 2 人 2 人

成年後見制度法人後見支援事業 実施の有無 ― ― 実施

意思疎通支援事業
（手話通訳者・要約筆記者派遣事業）

年間利用件数 80 件 90 件 100 件

意思疎通支援事業
（手話通訳者設置事業）

年間利用者数 0 人 0 人 1 人

日常生活用具給付等事業
（介護・訓練支援用具）

年間給付件数 1 件 1 件 1 件

日常生活用具給付等事業
（自立生活支援用具）

年間給付件数 3 件 3 件 3 件

日常生活用具給付等事業
（在宅療養等支援用具）

年間給付件数 3 件 3 件 3 件

日常生活用具給付等事業
（情報・意思疎通支援用具）

年間給付件数 3 件 3 件 3 件

日常生活用具給付等事業
（排泄管理支援用具）

年間給付件数 160 件 160 件 160 件

日常生活用具給付等事業
（居宅生活動作補助用具（住宅改修費））

年間給付件数 1 件 1 件 1 件

手話奉仕員養成研修事業
修了見込者数
(登録見込者数)

5 人 5 人 5 人

移動支援事業

年間利用者数 18 人 18 人 20 人

時間数 840 時間 860 時間 860 時間
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事業名 平成 30年度 平成 31 年度 平成 32年度

地域活動支援センターⅠ型事業
（本市実施分）

実施箇所数 0 か所 0 か所 1 か所

年間利用者数 0 人 0 人 3 人

地域活動支援センターⅠ型事業
（他市町村実施分）

実施箇所数 1 か所 1 か所 2 か所

年間利用者数 4 人 5 人 6 人

地域活動支援センターⅡ型事業
（本市実施分）

実施箇所数 1 か所 1 か所 1 か所

年間利用者数 5 人 7 人 10 人

地域活動支援センターⅡ型事業
（他市町村実施分）

実施箇所数 ― ― ―

年間利用者数 ― ― ―

地域活動支援センターⅢ型事業
（本市実施分）

実施箇所数 0 か所 0 か所 1 か所

年間利用者数 0 人 0 人 2 人

地域活動支援センターⅢ型事業
（他市町村実施分）

実施箇所数 ― ― ―

年間利用者数 ― ― ―

訪問入浴サービス事業 年間利用者数 2 人 2 人 2 人

日中一時支援事業 年間利用者数 6 人 8 人 10 人

社会参加促進事業
（自動車運転免許取得事業）

年間利用者数 1 人 1 人 1 人

社会参加促進事業
（自動車改造費助成事業）

年間利用者数 1 人 1 人 1 人

障害者虐待防止対策支援事業
（緊急保護居室確保）

委託先数 2 か所 2 か所 2 か所

障害者虐待防止対策支援事業
（連携協力体制の整備）

協議会設置の
有無 設置 設置 設置
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３ 障害児通所支援等事業

第４期までの利用実績、障がいのある子どもの人数の推移等を基に、今後の利用者数を勘案

して見込量を設定します。

種類 平成 30年度 平成 31 年度 平成 32年度

児童発達支援
20 人 22 人 24 人

166 人日分 183 人日分 200 人日分

医療型児童発達支援
0 人 0 人 0 人

0 人日分 0 人日分 0 人日分

放課後等デイサービス
26 人 28 人 30 人

333 人日分 359 人日分 384 人日分

保育所等訪問支援
5 人 6 人 7 人

5 人日分 6 人日分 7 人日分

居宅訪問型児童発達支援
1 人 1 人 1 人

5 人日分 5 人日分 5 人日分

障害児相談支援 28 人 28 人 28 人

医療的ケア児に対する関

連分野の支援を調整するコ

ーディネーターの配置人数

0 人配置 0 人配置 1 人配置




